
水産養殖業の経営継続に向けた支援を求める意見書 

 

本県の沿岸地域では、ブリ、マダイ等の海面養殖業が雇用と経済を支える基

幹産業となっている。いずれも魚粉への依存度が高い給餌養殖であり、飼料費

は支出の６割から７割を占めている。 

その魚粉は、気候変動による不漁、新興国の需要拡大及び円安が重なり、こ

の３年間で約６割値上がりし、配合飼料価格も過去最高の水準で高止まりして

いる。これに海水温上昇によるへい死リスクと価格転嫁の難しさが加わり、全

国の水産養殖業者の倒産・休廃業は令和７年１月から８月までで27件となり、

令和６年の１年間の19件を既に上回った。 

一方、飼料高騰対策である漁業経営セーフティーネット構築事業の養殖用配

合飼料価格安定対策は、価格の一時的な変動を平準化することを基本とする仕

組みである。高値が３年以上続く現状では、直前７年のうち最高値の１年分を

除いても高値の年が補塡基準の算定に組み込まれ、補塡基準が年々上昇する。

このため、平均配合飼料価格が高い水準にあっても補塡基準との差額が生じに

くく、補塡単価が大幅に減少、または生じなくなる。長期的かつ構造的な価格

の高止まりには対応しにくい面があり、現場からは、既存の対策の拡充のみで

は対応が難しいとの声が寄せられている。 

よって、国におかれては、次の事項について措置するよう強く求める。 

 

１　養殖用配合飼料価格安定対策では対応しにくい飼料価格の長期的かつ構

造的な高止まりに対し、新たな支援の仕組みを検討すること。 

２　飼料費、電気料金等のコスト上昇分が養殖魚の販売価格に適切に反映さ

れるよう、食料システム法に基づく取引実態の調査を水産物についても十

分に行い、その結果を踏まえて指導・助言及び勧告等を的確に運用するこ

と。 

３　国産の未利用資源等を活用した低魚粉・無魚粉飼料の実用化及び給餌ロ

スを低減するスマート養殖設備の導入に対し、財政的及び技術的な支援を

拡充すること。 

　 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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